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医政発 0401第 31号 

令和４年４月１日 

都道府県知事 

各 保健所設置市長 殿 

特別区長 

 

厚生労働省医政局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等の 

一部を改正する法律」の一部の施行等について 

 

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等の一部を

改正する法律（令和３年法律第 49号。以下「改正法」という。）については、令和３年５

月 28日に公布され、医療法（昭和 23年法律第 205号。以下「法」という。）等の一部が

改正されました。このうち、医療機関勤務環境評価センターに関する事項、特定労務管理

対象機関の指定に係る準備行為に関する事項、特定高度技能研修機関に係る厚生労働大臣

の確認に係る準備行為に関する事項等については、本年４月１日から施行することとされ

ています。また、これに伴い、医療法第百七条第一項の指定をした旨を公示する件（令和

４年厚生労働省告示第 146号）が本年４月１日付けで告示されたところです。 

本年４月１日より施行することとされている主な内容及び本通知においてお示しする事

項は、下記のとおりであり、また、特定労務管理対象機関の指定に係る一連の手続の概要

は別紙のとおりですので、貴職におかれては、十分御了知の上、必要な取組を行っていた

だくとともに、管内市町村を始め、関係者、関係団体等に周知をお願いいたします。 

なお、本年４月１日より施行される改正法の内容のうち、外来機能報告に関する事項に

ついては別途通知する予定であり、また、特定労務管理対象機関の指定に係る手続等の詳

細については追ってお知らせする予定である旨、申し添えます。 

 

記 

 

第１ 医療機関勤務環境評価センターに関する事項について 

１ 施行内容 

改正法第２条の規定による改正後の法第 107 条等において、厚生労働大臣は、労働

が長時間にわたる医師の労働時間を短縮するための病院又は診療所における取組を評

価することにより、医師による良質かつ適切な医療の効率的な提供に資することを目

的とする一般社団法人又は一般財団法人であって、評価等業務を適切かつ確実に行う

ことができると認められるものを、その申請により、医療機関勤務環境評価センター

として指定することができるとされており、また、指定を受けた医療機関勤務環境評

価センターは、病院又は診療所の求めに応じ、当該病院又は診療所に勤務する医師の

労務管理を行うための体制、労働時間の短縮のための取組等について評価を行うこと

とされており、これらの事項が本日より施行されます。 
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２ 本通知においてお示しする事項 

１の施行に伴い、本年４月１日付けで、医療機関勤務環境評価センターとして、公

益社団法人日本医師会を指定することとしたので御了知ください。（別添１） 

今後、医療機関勤務環境評価センターによる評価においては、別添２「医療機関の

医師の労働時間短縮の取組の評価に関するガイドライン（評価項目と評価基準）第１

版」に基づいて評価等が行われることとなりますので、評価を受けようとする医療機

関におかれては、別添２を御参照ください。 

なお、病院又は診療所が医療機関勤務環境評価センターによる評価等を受けようと

する場合の申請手続等の詳細については、追ってお知らせする予定です。 

 

第２ 特定労務管理対象機関の指定に係る準備行為に関する事項について 

１ 施行内容 

改正法第３条の規定による改正後の法第 113 条等において、都道府県知事は、医師

をやむを得ず長時間の業務に従事させる必要がある病院又は診療所を特定労務管理対

象機関（特定地域医療提供機関（いわゆるＢ水準対象機関）、連携型特定地域医療提供

機関（いわゆる連携Ｂ水準対象機関）、技能向上集中研修機関（いわゆるＣ-１水準対

象機関）及び特定高度技能研修機関（いわゆるＣ-２水準対象機関））として指定する

こととされています。（令和６年４月１日施行） 

当該指定に関しては、準備行為として、令和６年４月１日より前に、病院又は診療

所の開設者は、都道府県知事に当該指定の申請を行うことができ、都道府県知事は当

該申請があった場合には、当該指定を行うことができることとされているところ、当

該準備行為の規定が本日より施行されます。 

 ２ 本通知においてお示しする事項 

病院又は診療所の開設者が特定労務管理対象機関としての指定を申請するに当たっ

ては、医師の労働時間短縮に関する計画（以下「医師労働時間短縮計画」という。）の

案を都道府県知事に提出することとされています。医師労働時間短縮計画の作成に当

たって参考となるものとして、別添３「医師労働時間短縮計画作成ガイドライン」を

お示しますので、特定労務管理対象機関の指定を受けようとする医療機関におかれて

は、別添３を御参照ください。 

また、都道府県におかれては、病院又は診療所の開設者が都道府県知事に対して特

定労務管理対象機関の指定の申請を行う際の申請様式及び、都道府県知事が特定労務

管理対象機関の指定を行う際の通知様式を定め、管内の医療機関に対して示す必要が

あるため、別添４にお示しする申請様式及び通知様式の例を参考に、適切に御対応く

ださい。 

なお、病院又は診療所による特定労務管理対象機関の指定の申請手続の詳細や、都

道府県における当該指定に係る事務手続の詳細等については、追ってお知らせします。 

 

第３ 特定高度技能研修機関に係る厚生労働大臣の確認に関する事項について 

 １ 施行内容 

改正法第３条の規定による改正後の法第 120条等において、特定高度技能研修機関

（いわゆるＣ-２水準対象機関）において、特定分野における高度な技能の修得のため
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の研修を受けようとする医師については、当該技能の修得に関する計画（以下「技能

研修計画」という。）を作成し、当該技能の修得のための研修を受けることが適当であ

ることについて厚生労働大臣の確認を受けた者であることとされており、また、特定

高度技能研修機関の指定を受けようとする病院又は診療所の開設者は、当該研修を効

率的に行う能力を有することについて厚生労働大臣の確認を受ける必要があることと

されています。（令和６年４月１日施行） 

これらの厚生労働大臣の確認に関しては、準備行為として、令和６年４月１日より

前に、厚生労働大臣は当該確認を行うことができることとされているところ、当該準

備行為の規定が本日より施行されます。 

２ 本通知においてお示しする事項 

特定分野における高度な技能の修得のための研修を受けることが適当であることに

ついて厚生労働大臣の確認を受けようとする医師は、別添５「技能研修計画」を作成

し、特定高度技能研修機関として指定を受けている又は受けようとする病院又は診療

所を経由して、厚生労働大臣に提出することとします。 

当該研修を効率的に行う能力を有することについて厚生労働大臣の確認を受けよう

とする病院又は診療所の開設者は、別添６「Ｃ-２水準対象医療機関申請書」を作成し、

厚生労働大臣に提出することとします。 

なお、特定高度技能研修機関の指定に係る厚生労働大臣の確認に係る手続の詳細、

確認の基準等については追ってお知らせする予定です。 

 

第４ 添付資料 

（別紙）特定労務管理対象機関の指定に係る都道府県・医療機関の手続の流れ 

（別添１）医療法第百七条第一項の指定をした旨を公示する件（令和４年厚生労働省告

示第 146号）【官報】 

（別添２）医療機関の医師の労働時間短縮の取組の評価に関するガイドライン（評価項

目と評価基準） 第１版 

（別添３）医師労働時間短縮計画作成ガイドライン 第１版 

（別添４）医療機関が都道府県へ特定労務管理対象機関の指定申請を行う際の様式例及

び都道府県の指定通知様式例 

（別添５）Ｃ-２水準に係る技能研修計画の様式 

（別添６）Ｃ-２水準に係る対象医療機関申請書の様式 

 


